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繰返しせん断による砂質土の体積収縮挙動に関連し，中空ねじり試験を用いて，液状化後の再圧密体積ひずみ

に対する細粒分や初期密度，試験後の残留せん断ひずみの影響に関する検討を行った．要素試験の結果，細粒

分の有無に関係なく，砂質土の液状化後の体積ひずみは，繰返しせん断中のせん断ひずみ履歴に依存しており，

繰返しせん断ひずみ履歴が多いほど，相対密度が小さいほど液状化後の体積ひずみは大きくなる結果となった．

一方，繰返し載荷後に残留せん断ひずみが生じる場合，残留せん断ひずみが多いほど体積ひずみは小さくなる．

本稿では，要素試験の結果を検証する為に振動台による模型実験を実施し液状化による沈下量の把握を行った

が，要素試験同様に加振中のせん断ひずみ履歴をもって沈下量を整理した結果，高い相関性を示す結果となった．
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1. はじめに

(1) 液状化後の沈下予測に関する既往研究

1964年の新潟地震より砂地盤の液状化および液状化
後の残留変形問題が地震時における地盤災害の重要な

テーマの一つとして盛んに研究がおこなわれてきた．近

年，設計において性能設計が行われるようになり地震

動レベル，構造物の耐震グレードに応じた限界状態を

設定することになる．その際には，実務上においても

地震動継続中および地震後の地盤の変形をある程度の

精度で予測することが求められる．しかしながら，液

状化後の沈下量やせん断変形量の予測に関しては，そ

のメカニズムに未解明な部分もあり，予測手法が十分

に確立されていないことが問題である．加えて，海溝

型の巨大地震が発生した場合，臨海都市部では，数分

間ゆれが継続し，2011年東日本太平洋沖地震の東京湾
周辺の被害のようなこれまで経験していない大規模な

液状化が発生することが懸念されている．したがって，

今後の対策の為にも継続時間が長い地震動に対応した

液状化後の地盤の沈下量予測を確立することが求めら

れている．

液状化後の沈下量評価に関する既往研究では，過去

より多く研究されているが，Lee and Albaisa1)は，三軸

試験の結果から砂の過剰間隙水圧比が 1.0に達しなけ

れば，繰返しせん断後の再圧密時の体積ひずみは粒径，

相対密度および繰返しせん断後の過剰間隙水圧比と相

関が高いことを示した．

佐々木ら2)は，繰返しせん断後の再圧密時の体積ひず

みが 0.5%を超える場合は，体積ひずみは繰返しせん断
中に生じた最大せん断ひずみ γmaxと良い相関があるこ

とを示した．最大せん断ひずみと体積収縮量が良い相関

があるという結果は，国生ら3)，Nagase and Ishihara4),
Shamoto et al.5) の研究結果も同様の結果となっており，

Tokimatsu and Seed 6)，Ishihara and Yoshimine 7)などに

よる沈下量の簡易予測法は，実務で利用されている．し

かし，最大せん断ひずみを定量評価指標として用いた

場合，継続時間や波形の影響等，継続時間の長い地震

動に対して体積ひずみを過小評価する可能性が指摘さ

れている8)．

次に著者らの既往研究について示す．仙頭ら9)は，ひ

ずみ制御の中空ねじり試験装置によるオンライン試験

を行い，繰返しせん断後の再圧密による体積収縮量を

把握し，繰返しせん断中に発生するせん断ひずみ履歴を

用いて体積収縮特性のモデル化を行っている．図-1は
仙頭らの提案するモデルに対する豊浦砂への適用結果

を示したものである．図中，γacm：累加せん断ひずみ，

εv：繰返し載荷後の体積ひずみ，Drc：圧密後の相対密

度である．図中実線が提案モデルであり，各プロット
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図–1 豊浦砂における再圧密体積ひずみと累加せん断ひずみ
関係（相対密度 40-90%）（論文 9)より引用）

図–2 乾燥砂による排水繰返し載荷時の体積収縮と飽和砂に
よる液状化後の体積収縮の比較（論文 10)より引用）

は実験結果である．研究結果では，せん断ひずみの累

積値である累加せん断ひずみが結果の整理に有効であ

るという結果となっている．

海野ら10),11)は，同一のせん断ひずみ履歴では，乾燥

砂の排気繰返しせん断中に生じる体積ひずみが，飽和

砂の非排水繰返しせん断後の再圧密時に生じる体積ひ

ずみと等しいことを実験的に示すと共に，液状化に伴

う体積収縮量が仙頭ら同様に累加せん断ひずみを用い

て整理できることを示した（図-2参照）．さらにこの知
見が 1)ひずみ制御による繰返しせん断試験と応力制御
の繰返しせん断試験で差がないこと，2)拘束圧の影響
が小さいこと（拘束圧依存性が小さい），3)繰返しせ
ん断履歴の少ない非液状化供試体に対しても適応性が

あることも示した．

以上，これらの結果を整理すると液状化後の沈下の

原因となる体積収縮量は，せん断時の応力履歴よりも

せん断ひずみ履歴とよい相関を持つことが示されてい

る．しかし，多くの既往の研究が，液状化強度曲線と

液状化後挙動を関連付けようとするあまり，最大せん

断ひずみ以外の繰返しせん断ひずみ履歴には十分に配

慮されていないようである．

(2) 細粒分を含んだ砂質土の液状化後挙動に関する既

往研究

1995年の兵庫県南部地震以降いくつかの地震におい
て細粒分を含む砂でも液状化の発生が確認されている．

しかし，細粒分を含む砂の液状化後の沈下に関する研

究報告は少ないことが現状である．これは以下の二つ

の原因があるものと考えられる．一つは，細粒分の混

ざった砂質土を用いた試料の実験が，きれいな砂と比

べ供試体作製方法や飽和化など実験上の困難な点が多々

ある12)こと，二つ目は，細粒分含有率が増加すると液

状化強度が増すという一般的な知見から液状化しにく

いと判断され研究対象範囲外にされること，である．

実務上，液状化対策が必要となる砂地盤でも細粒分

を含まない箇所は稀であり，したがって，細粒分を含

む砂の液状化時後の沈下特性を調べることは，構造物

の液状化対策を考える上で極めて重要である 例えば13)．

細粒分の混じった砂質土やシルトの液状化や液状化

後挙動の既往研究は，宋ら14)や島袋ら12)，足立ら15),16)，

兵動ら17),18)，原ら19),20)の事例があげられる．

宋らや島袋，足立らは非塑性や低塑性のシルトの繰

返しせん断挙動の把握を試みており，非塑性や低塑性

のシルトでは繰返しせん断によりひずみ軟化を起こし

砂質土の液状化に近い挙動になること，また，繰返し載

荷後の体積収縮特性も砂質土に近い挙動になることを

示した．兵動らは，中間土として砂質土と粘性土を混

ぜた混合試料を用いて実験を行い，骨格間隙比や細粒

分含有率や塑性指数等を用いて結果を整理し，液状化

強度と細粒分含有率や塑性指数の関係について示した．

一方，原らは砂や礫に非塑性シルトを混ぜることで液

状化強度やせん断変形挙動がどのように変化するかに

ついて調べている．得られた知見のいくつかは，非塑

性の細粒分が砂や礫に混入すると液状化強度が低下す

ることを示唆する内容もあるが，主に繰返しせん断時

における液状化強度（繰返しせん断応力）に着目して

結果を整理しており，繰返しせん断中のひずみ履歴を

もって議論はなされておらず，著者ら9),10)の知見が当て

はまるかは不明である．

(3) 本研究の目的

以上から，本稿では著者らの既往の研究で示した知

見9),10)に対し細粒分を考慮した粒度の異なる 2種類の
砂質土を用いて中空ねじりせん断試験を行い，既往の

研究にて提案している液状化後の体積ひずみの整理法

及び予測式が細粒分の混じった砂質土にも適用可能か

について検討する．実験では相対密度，体積ひずみお

よび液状化の程度に着目し，粒度と密度が液状化後の

体積変化量に及ぼす影響について考察する．

また，応力制御の非排水繰返しせん断試験を用いた
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図–3 室内試験装置

実験に対して繰返しせん断ひずみ履歴に着目して結果

を整理する場合の留意点についても考察する．

これらの知見は，要素試験結果に基づくに知見であ

り実地盤のような境界値問題に適用可能かについては

別途検討が必要である．そこで本稿では，上記知見お

よび提案式が境界値問題に適用可能かどうか振動台を

用いて液状化模型実験を実施し検証を行った．なお，本

研究で論じる要素試験中の繰返しせん断ひずみ履歴と

は，繰返しせん断中に発生するひずみ量の履歴を指し

ており，繰返しせん断中の載荷ひずみ速度に関しては

検討対象外である．

2. 要素試験の試験条件と試験法

(1) 試験装置

試験に用いた中空ねじり試験装置を図-3に示す．せ
ん断ひずみ速度一定制御が可能な定応力振幅繰返し試

験機であり，繰返しせん断は，ステッピングモーターを

用いひずみ速度一定で応力を制御している．一方，せ

ん断後の体積変化の計測は，二重ビュレット管を用い

排水量を計測することで把握をした.

(2) 試験試料と試験方法

試験に用いた供試体は，外径 7cm，内径 3cm，高さ
10cmの中空円筒状である．試料には細粒分の影響を検
討するため硅砂 5号，硅砂 6号と硅砂 8号を質量比 3:1
で混合した砂 (以降混合砂と称する)を用い，空中落下
法を用いて作製した．本研究では既往の豊浦砂の試験

結果9),10)に対し細粒分の影響を検討するために，細粒

表–1 試験試料諸元

硅砂 5号 混合砂 豊浦砂

比重 Gs 2.654 2.662 2.643

細粒分シルト分 (%) 0 14 0

細粒分粘土分 (%) 0 3 0

平均粒径 D50 (mm) 0.39 0.1 0.23

最大間隙比 emax 1.140 1.239 0.977

最小間隙比 emin 0.694 0.674 0.597

図–4 粒径加積曲線

分も含め豊浦砂と粒子形状が近く鉱物組成が同じ硅砂

系の地盤材料を用いており，また，供試体作製方法も

既往の試験に準じているため土粒子の堆積構造も近い

状態である．

各試料の物理特性を表-1に示す．硅砂 5号は，細粒
分を含まず，混合砂に比べて平均粒径の大きい砂であ

る．混合砂の細粒分含有率は 17%である．なお，混合
砂の最大・最小間隙比は砂の最小密度・最大密度試験の

実施により得られた値であるが，細粒分含有率が 5%以
上あるため，供試体の初期の密度状態を把握するため

の参考値的な意味合いである．

図-4に各試料の粒径加積曲線を示す．工学的分類に
よれば硅砂 5号は砂 (S)で，混合砂は細粒分質砂 (SF)で
ある．また，均等係数が 5号硅砂で 2.1，混合砂で 1.85
であり 4～5より小さいことから均等で粒度分布の悪い
土と言える．港湾技術基準によると均等係数≦ 3.5の
硅砂 5号および混合砂は液状化しやすい土に分類され
る．どちらの試料も非塑性である．

具体的な試験条件・試験法は次の通りである．本研究

では，供試体を空中落下法で作製した．細粒分のほと

んど含まない 5号硅砂の B値は，全て 0.96以上の値を
示しているが，一方，混合砂の間隙圧係数 B値は 0.89
～0.99の値を示し，十分な量の通水を行ったにも関わ
らず B値が 0.95を下回るものがいつくかあった．
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図–5 試験概要

供試体作製後，二酸化炭素と脱気水を通水させた後，

有効拘束圧 100kPa(背圧 100kPa)で 1時間ほど先行圧密
させ,等方応力，非排水条件下で繰返し載荷を与えた．
載荷終了後，排水することで再圧密させ体積ひずみを

測定した．本研究における体積ひずみは，有効応力が

初期の有効拘束圧 (100kPa)に戻るまでに生じた体積ひ
ずみと定義しており，圧密終了は 3t法により確認した．

本研究では，非排水条件下の繰返し載荷は，図-5に
示す応力制御で行ない，ひずみ速度は 0.5%/min でせ
ん断ひずみ両振幅 (DA)が 10%に達するまで繰返しせ
ん断を与えており，液状化の定義を DA=10%としてい
る．通常，中空ねじり試験による液状化強度試験では，

DA=7.5%とするのが一般的であるが，本研究の着目点
が繰返しせん断中に発生するせん断ひずみ量であるた

め，初期液状化に至った後に，供試体にできるだけ多く

のせん断ひずみ履歴を与えるようにした為である．な

お，繰返しせん断中も等方応力条件下で載荷している

ため，軸方向の変位は許容している．

応力制御による繰返しせん断試験では，供試体にか

かるせん断応力を制御することで繰返し載荷履歴を供

試体に与えている．この為，繰返し載荷終了後に応力

は初期の状態（本研究では等方応力条件の為，載荷は

ゼロ）に戻るが，せん断ひずみはゼロに戻るとは限ら

ない．本研究では，特に記載が無い場合は，図-5に示
すように繰返し載荷後に残留せん断ひずみが発生しな

いよう載荷終了後にせん断ひずみをゼロに戻す制御を

行った．これは，本論後半で議論するが繰返しせん断

表–2 試験ケース

試料 応力比 相対密度 B値
No. Drc (%)

A-1 0.200 55.4 0.98
A-2 0.250 58.4 0.96
A-3 0.300 56.5 0.98
B-1 0.250 71.6 0.98
B-2 硅砂 5号 0.300 72.6 0.98
B-3 0.350 71.0 0.99
C-1 0.150 44.1 0.97
C-2 0.175 42.0 0.98
C-3 0.200 40.9 0.96

D-1 0.150 54.2 0.94
D-2 0.200 52.7 0.90
D-3 0.250 53.2 0.89
E-1 混合砂 0.115 31.4 0.92
E-2 0.125 29.2 0.97
E-3 0.150 32.1 0.95

後に残留せん断ひずみが有る場合，体積ひずみに影響

が生じる為である．論文後半では，体積ひずみと残留

せん断ひずみの関係を示す為，残留せん断ひずみがあ

る場合の試験も実施した．

非排水繰返しせん断が終了した後，セル圧一定で排

水条件にて再圧密し，排水量を測定した．表-2に繰返
しせん断前の各供試体の試験条件を示す．砂の種類，圧

密後の相対密度 Drcおよび応力比を変化させた 15ケー
スである．ケース Aは硅砂 5号の中密詰め，ケース B
は硅砂 5号の密詰め，ケース Cは硅砂 5号の緩詰めで
ある．一方，ケース Dは混合砂の中密詰め，ケース E
は混合砂の緩詰めである．ここで，混合砂の供試体D-3
は，B値が 0.9以下であるため，液状化強度を検討する
場合には除外するべき供試体である．しかし，本研究で

は体積ひずみに着目しており，B値が 0.9を若干下回っ
たとしても供試体内の空気の体積は，排水量に影響を

及ぼすと考えにくいため除外する必要はないと考え実

験データを他の供試体結果と同列に取り扱った．後述

する液状化強度曲線（図-14）のトレンドにおいて D-3
の B値が 0.01小さくなったことで変化しているように
はみえないことも D-3を検討に含んだ理由である．

3. 繰返しせん断変形特性

(1) 繰返し載荷時のせん断変形挙動

非排水繰返しせん断試験より得られた，せん断応力，

せん断ひずみおよび過剰間隙水圧比と繰返し回数との
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Drc=58.4%, e=0.880繰返し応力振幅比 0.25

図–6 非排水繰返しせん断試験結果（ケース A-2）

Drc=71.6%, e=0.821繰返し応力振幅比 0.25

図–7 非排水繰返しせん断試験結果（ケース B-1）

関係を図-6，図-7および図-8に示す．なお，図中 Drcの

値は，圧密後せん断開始前の相対密度である．図-6は
5号硅砂による中密，応力振幅比 0.25のケースであり，
図-7は，図-6と同じ試料，同じ応力比であるが圧密後
の相対密度Drcが 10%高い密な試験ケース，図-8は図-6
と同じ応力振幅比であるが試料が混合砂，中密な試験

ケースである．

図-6は，繰返しせん断に伴い間隙水圧が少しずつ増
加していき，過剰間隙水圧比がほぼ 1.0になったとき，
せん断ひずみが増加し始め，過剰間隙水圧がほぼ 1.0に
なってから DA=10%に至るまでの繰返し回数は 2回と
なっている．一方，密度の高い図-7は，過剰間隙水圧
比がほぼ 1.0になってもせん断ひずみは中密な砂と比べ
て，回数ごとに徐々に増加し DA=10%に至るまでの繰
返し回数は 4回となっている．このように相対密度の

Drc=53.2%, e=0.939繰返し応力振幅比 0.25

図–8 非排水繰返しせん断試験結果（ケース D-3）

違いによって，過剰間隙水圧比が 1.0になってから破壊
までの回数に違いがある．

せん断ひずみの発生挙動を細かく観察すると，3つの
試験ケース全てで過剰間隙水圧比が 0.7程度でせん断ひ
ずみが発生し，せん断ひずみが増加しはじめると過剰

間隙水圧が急激に上昇し，その後少ない回数で過剰間

隙水圧比が 1.0に至る．

過剰間隙水圧の上昇はせん断による負のダイレイタ

ンシーによるものである．著者らの既往の研究結果の

ように，このダイレイタンシー挙動が応力履歴ではな

くせん断ひずみ履歴に依存していることを考慮すれば，

載荷初期に比べて有効応力が十分に低い値に至った場

合には，入力されるせん断応力に対して容易に土骨格

が変形しやすく，せん断ひずみが発生する状態となり

過剰間隙水圧も上昇し易くなると言える．

繰返しせん断中に発生するせん断ひずみは，前述の

通り過剰間隙水圧比が 1.0に至る前の 0.7～0.8程度か
ら徐々に発達している．ただし，過剰間隙水圧比が 1.0
に至った後の方が比較的大きなせん断ひずみが生じて

いる．

図-9，図-10および図-11に各応力－ひずみ関係およ
び有効応力経路を示す．どのケースも繰返しせん断に

よりせん断抵抗が低下し液状化が生じている．せん断

応力を減少させると応力経路は一端原点に近づくが，次

の載荷により破壊包絡線にほぼ沿うように原点から離

れていく．これらは，サイクリックモビリティー現象に

よるものである．

(2) せん断ひずみ履歴の評価

繰返しせん断中のせん断ひずみ履歴について累加せ

ん断ひずみを用いて整理を行う．累加せん断ひずみは，
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Drc=58.4%, e=0.880繰返し応力振幅比 0.25

図–9 応力～ひずみ関係と有効応力経路（ケース A-2）

Drc=71.6%, e=0.821繰返し応力振幅比 0.25

図–10 応力～ひずみ関係と有効応力経路（ケース B-1）

Drc=53.2%, e=0.939繰返し応力振幅比 0.25

図–11 応力～ひずみ関係と有効応力経路（ケース D-3）

有効応力解析にて土の損傷を表現するために内部変数

として使われることがある 例えば21)．液状化解析では軸

差せん断成分も含んで塑性偏差ひずみ増分の絶対値を

用いているものもある．本研究で用いた累加せん断ひ

ずみは次に示す式で定義した．

γacm =

∫
|γ̇(t)| dt (1)

ここで γ̇(t)は時刻 tにおけるせん断ひずみ速度である．

ただし，累加せん断ひずみを指標として用いる場合の

指標の欠点として，繰返し載荷により過剰間隙水圧が

発生せず，体積ひずみも発生しない 10−4レベル以下の

小さなせん断ひずみ22)を多数繰返すような場合には適

用できないことである．

図-12は，繰返しせん断応力比（0.25）が等しく土質
材料および初期密度が異なる供試体の両振幅せん断ひ

ずみ DA=10%における載荷回数と繰返しせん断時に発

図–12 初期の相対密度が異なる場合における載荷回数と累加
せん断ひずみの関係

a)累加せん断ひずみ～載荷回数関係

b) DA=10%時における累加せん断ひずみと繰返しせん
　断応力関係

図–13 初期の相対密度が等しくせん断応力が異なる場合にお
ける累加せん断ひずみ

生する累加せん断ひずみの関係を示したものである．応

力振幅が等しい場合，密度が高いほど DA=10%に至る
載荷回数は増え，液状化し難い結果となるため累加せ

ん断ひずみの量は増加する．なお，どの結果も図に示す

ように累加せん断ひずみ～繰返し載荷回数関係は変曲

点が現れるバイリニアのような挙動を示す．この変曲

点は，図-6，図-7および図-8内の過剰間隙水圧比が 0.7
に至りせん断ひずみが急増しはじめた点に該当する．

次に図-13に初期の相対密度 Drcは等しいが繰返しせ

ん断応力振幅が異なる供試体の載荷回数と累加せん断

ひずみの関係をまとめたものを示す．図-13中 a)は累加
せん断ひずみ～載荷回数関係であり，b)は，初期の相
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図–14 液状化強度曲線

対密度が等しくせん断応力が異なる場合における載荷

回数と累加せん断ひずみの関係である．5号硅砂と混合
砂，どちらの試料も応力比が小さいほど DA=10%まで
の載荷回数は増えるが，繰返しせん断終了時の累加せ

ん断ひずみは，応力比に比例する結果となっていない．

以上，図-12 と図-13 より両振幅せん断ひずみ
DA=10%に至るまで供試体が載荷中に受ける繰返しせ
ん断ひずみ履歴は，繰返し載荷時のせん断応力振幅だ

けでなく，供試体が液状化してからの繰返し回数にも

大きな影響を受けることが示唆される結果となった．

(3) 液状化強度

図-14は，両振幅せん断ひずみ DA=10%に至るまで
の繰返し載荷回数と繰返し応力比の関係（液状化強度

曲線）である．どのケースも相対密度が増加すると液

状化強度が増加している．相対密度のほぼ同じケース

Aとケース Dを比較すると，細粒分を含む混合砂は液
状化（DA=10%）までの回数が少なく，このことから細
粒分含有率が高い方が液状化強度が小さい結果となっ

た．これは，細粒分含有率が高いほど液状化強度が高

いという一般的な知見に当てはまらない結果である．

伊東ら23)や兵動ら17)の研究によれば，中間土や砂質

土中において，粘土分含有率や塑性指数が液状化強度

と高い相関があり，細粒分の塑性指数が高い土は液状

化抵抗が大きくなる傾向があることを示している．

宋ら14)や島袋ら12)の結果によれば非塑性シルトの液

状化強度は，きれいな砂と同程度となることを示して

いる．風間ら24)は，まさ土の液状化抵抗について検討

し，粗粒の粒子の表面に付着している細粒分がせん断

時に“コロ”の役目を果たし液状化抵抗を小さくさせ

るという知見を示している．これら既往研究の知見お

よび本研究より得られた結果を踏まえると，砂質土中

の非塑性の細粒分，特に非塑性シルト分は，液状化抵

抗を低下させると言えそうである．

図–15 相対密度と残留体積ひずみの関係

図–16 残留体積ひずみと繰返しせん断応力比の関係

4. 繰返しせん断後の体積収縮挙動

(1) 液状化後の排水に伴う体積ひずみ

繰返しせん断終了後に排水コックを開けることで過

剰間隙水圧消散に伴う排水量を計測，液状化後の体積

収縮挙動の把握を行った．再圧密による排水の終了は，

3t法で確認したが，排水コックを解放した直度にほと
んどの排水が生じている．図-15に体積ひずみと相対密
度の関係を示す．図より，相対密度が大きくなるにつ

れて体積ひずみは少なくなっていることがわかる．ま

た，相対密度の同じ硅砂 5号と混合砂の体積ひずみを
みると，ほぼ同じ位置にあるため，今回対象とした砂

質土では細粒分の有無に係わらず，沈下量は相対密度

に依存していることがわかる．しかし，体積ひずみ～

相対密度関係のみでは，繰返しせん断履歴を考慮する

ことができず，入力するせん断応力比の大小や載荷回

数，せん断ひずみ履歴などの影響を評価できない．よっ

て，次に繰返しせん断時の応力履歴を用いた体積ひず

みの整理について検討する．
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図-16にケース A～E全ての供試体における体積ひず
みと繰返しせん断応力振幅の関係を示す．値がばらつく

が硅砂 5号と混合砂の両方の供試体で応力振幅が大き
くなるほど体積ひずみは小さくなる結果となった．特に

細粒分を含む混合砂でこの傾向が顕著である．これは，

a)大きいせん断応力振幅を加えた試料は，初期密度が
大きい供試体であるため体積ひずみが小さい．ことに

よるものとともに，次項において後述する知見，繰返

し載荷時に生じる累加せん断ひずみが多いほど繰返し

せん断後の体積ひずみは大きくなることを基に推測し

た場合，b)繰返しせん断時の応力比が大きいほど少な
い載荷回数で DA=10%に達し載荷終了となるため，供
試体の繰返しせん断ひずみ履歴が少なくなる．等の為

と考えられる．この結果が示す通り，本稿における試

験条件下では，繰返しせん断応力と液状化後の体積ひ

ずみには正の相関は見受けられなかった．

続いて従来から用いられている最大せん断ひずみを用

いて整理する．実験ケースA～Eは，載荷をDA=10%で
終了している為，全ての供試体の最大せん断ひずみは

10%であるが，図-16にある通り，体積ひずみは 1.2%～
3.8%の間でばらつく．これは，同じ最大せん断ひずみ
でも繰返しせん断中の履歴が異なると繰返しせん断後

の体積ひずみが異なることを示唆している．

(2) 累加せん断ひずみによる体積ひずみの整理法

液状化後の体積ひずみに対する繰返し載荷履歴の影

響について正確に評価するには，初期の相対密度や繰

返しせん断応力，最大せん断ひずみを指標として用い

るのは十分ではない．著者らの既往研究より細粒分を

含まない砂が繰返しせん断履歴を受けた場合の体積ひ

ずみ（体積変化）は，繰返しせん断ひずみ履歴（累加

せん断ひずみ）に依存していることが分かっている．

本研究でも試験結果について，繰返し載荷履歴の評

価を累加せん断ひずみをせん断履歴の評価指標として

用い，試験前後の変化が分かるように整理した．図-17
に累加せん断ひずみと体積ひずみとの関係を示す．ま

た，図には本実験と他の実験例を比較するため，体積

ひずみの予測モデル9)の計算結果を併せて示す．計算方

法は以下の式で求めた．

εv = ln
v

vc

= ρ × ln
p′ + p′i

p′i
(2)

p′i = p′0 × 10−x (3)

x = f (γacm,Drc) (4)

ここで，vc：非排水繰返し載荷直後の比体積，v：水圧

消散時の比体積．ρ：ln v-ln p′関係における正規圧密領

図–17 残留体積ひずみと累加せん断ひずみの関係

域の勾配，p′0：初期平均圧密応力，p′i：有効応力がゼロ

の場合に体積ひずみ εvが無限大にならないために導入

された計算上のパラメータである. なお ρおよび xには

以下の実験式が提案されている．

ρ = 0.00272 − 1.020 × 10−3 · (Drc/100) (5)

x =
a · γacm

1 + γacm/b
(6)

式 (6)中の aには，以下の実験式が提案されている．

a = −0.32Drc + 35.8 (7)

ここで，b = 0.5である．以上の計算方法で，所定の相
対密度における体積ひずみを計算したものを図中に示

した．本実験と予測モデルによる計算値を比較してみ

ると，砂の種類，繰返しせん断履歴の与え方が異なり，

多少のばらつきはあるものの近い値を示している．こ

れは，累加せん断ひずみを履歴指標とした場合，最大

せん断ひずみと異なり，繰返しせん断中の最大値のみ

だけでなく履歴中のすべてのひずみ履歴をも評価して

いることによるものと理解される．本研究の試験結果

においても，累加せん断ひずみは相対密度が等しけれ

ば，体積ひずみと相関がある結果となった.

ここで，細粒分を含む砂質土の体積ひずみが，豊浦

砂で明らかにされた体積ひずみ～累加せん断ひずみ～

相対密度の関係（式 (5)(6)）を用いて表現できることに
ついて考察する．

本研究で用いた試料において最大・最小間隙比の差

(emax − emin)は，硅砂 5号：0.45，混合砂：0.57に対し
豊浦砂が 0.38であり近い値にある．この為，相対密度
で表示される供試体中の間隙率は，3種類の試料の粒度
分布の違いによらず近い状態にある．また，伊東ら23)

の研究によれば，細粒分を含む砂質土の骨格は，細粒

分含有率が 15%程度以下の領域では，砂主体の骨格が
形成されており繰返し強度特性も砂主体の挙動となる
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表–3 試験ケース

試料 応力比 相対密度 B値
No. Drc

F-1 0.20 70.0 1.00
F-2 0.25 71.6 0.98
F-3 0.25 70.4 1.00
F-4 硅砂 5号 0.25 72.9 1.00
F-5 0.25 69.5 1.00
F-6 0.30 72.6 0.98
F-7 0.30 72.6 0.98
F-8 0.25 71.5 0.98

ことが示唆されている．本研究で用いた土試料混合砂

は，細粒分含有率は 17%ではあるが骨格構造は砂分が
担い，その為，細粒分の無い硅砂 5号や豊浦砂と挙動
の差がほとんどなかったのではないかと考える．この

ようなことから，硅砂系地盤材料においては，ほぼ等

しい体積ひずみ～累加せん断ひずみ～相対密度の関係

が成り立つのではないかと推測する．

以上が本研究の要素試験によって得られた知見であ

る．ただし，得られた知見は，砂質土に含まれる細粒

分が硅砂由来の非塑性シルトの場合の結果であり，鉱

物組成が異なる場合，特に粘土を含む場合や堆積構造

が異なる場合に試験結果と同様の傾向を示すかは不明

であり今後の研究が必要である．

(3) 体積ひずみと残留せん断ひずみの関係

液状化後の土の残留変形量は，残留体積ひずみと残留

せん断ひずみ，あるいはその両方が同時に生じており，

残留体積ひずみと残留せん断ひずみは独立ではないこ

とが指摘されている8)．そこで，繰返し載荷終了後に残

留せん断ひずみを故意に発生させた状態で体積ひずみ

の変化を把握した．試験条件を表-3に示す．土試料は，
5号硅砂とし，表-2ケース Bと対応する試験ケースで
あるが，ケース Bでは，せん断ひずみ両振幅 (DA)が
10%に達するまで繰返しせん断を与えているが，ケー
ス Fでは,せん断ひずみ両振幅 (DA)が 5%に達すると
ころで繰返しせん断を停止した．

残留せん断ひずみのある試験の例としてケース F-8の
せん断応力，せん断ひずみおよび過剰間隙水圧比と繰

返し回数との関係を図-18に示す．図に示す通り，実験
では，繰返しせん断終了時にせん断応力をゼロの状態

に戻してもせん断ひずみはゼロに戻らないように，載

荷回数 17回の途中で強制的に載荷を一端停止し，せん
断ひずみが存在している状態を保持するよう応力制御

からひずみ制御に制御方法を変更し，せん断応力がゼ

図–18 非排水繰返しせん断試験結果（ケース F-8）

図–19 繰返しせん断後の体積ひずみと残留せん断ひずみの関係

ロに戻るまでせん断ひずみを減少させ実験を終了させ

た．この制御を行うことでせん断ひずみが残った状態

でせん断応力をゼロにすることができる．その後，ケー

ス A～E同様に非排水条件解除，排水させ体積ひずみ
を計測した．

試験より得られた体積ひずみと残留せん断ひずみの

関係を図-19に示す．試験の結果，残留せん断ひずみが
ゼロの供試体で体積ひずみが最大となり，残留せん断

ひずみが生じている場合は，体積ひずみは小さな値を

示す結果となり，場合によっては，体積ひずみを半分

程度の評価としてしまうこともある．この結果は，既

往の知見である残留体積ひずみと残留せん断ひずみは

独立ではないこと8)と整合が取れている．

1995年の兵庫県南部地震以降，液状化後の残留変形
や沈下などのポスト液状化挙動を検討するために，三

軸試験装置や中空ねじりせん断試験装置を用いて繰返

しせん断後に単調載荷や排水を行い，発生する各種の

ひずみを計測する事例が増えている．しかし，残留せ

ん断ひずみが体積ひずみの大きさに影響を及ぼすこと

がほとんど認識されていない．この為，応力制御の試

験では，載荷終了により応力をゼロに戻すが残留する
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せん断ひずみ（あるいは，軸ひずみ）に対する配慮は

十分にされず，また，残留せん断ひずみの処理につい

て記載がされていない場合が多い．

本研究の成果を踏まえれば，試験条件を合わせた上で

結果を比較するためにも，多くの応力制御の装置では，

例えば手動でひずみを戻すなどの工夫が必要である．

繰返しせん断後の挙動に対する繰返し載荷過程の影

響を検討する場合は，繰返し載荷後の残留せん断ひず

みの影響を除外するために，応力制御の試験では応力だ

けでなく残留せん断ひずみをゼロに戻し検討を行うこ

とで沈下量の過小評価を防ぐことができる．なお，ひず

み制御繰返しせん断試験25)を用いて検討する場合，上

記の内容について特に配慮する必要はない．

5. 模型実験による液状化後の沈下検討

(1) 模型実験概要と試験装置

要素試験結果にて高い適合性を示した体積ひずみの

予測モデルについて，1G場における模型振動実験を用
いて検証を行った．実験には，幅 2000mm×縦 1000mm
×高さ 1000mmのせん断土槽を使用した．図-20に模型
試験の全景を示す．地盤は，要素試験同様 5号硅砂を
使用し要素試験同様にの堆積構造に似せるよう水中落

下法により相対密度は 60%で作製した．この地盤の透
水係数を定水位透水試験で確かめたところ 0.010cm/sec
であった．地表面には予め水で膨潤させたベントナイ

トを 2cm敷設し不透水層を模擬した．入力波は，正弦
波を使用し加速度振幅が 150galと 50galの 2種，波数
は 20波，200波であり，周波数は 10Hzと 2Hzを用い
た．なお，実験ケース CASE-3は，20波の実験ケース
CASE-2終了後に沈下量を計測し，その後，180波を追
加で加振している．試験ケースを表-4に示す．
計測器は，せん断土槽側方に配置した変位計（せん

断ひずみ計測用）と土槽上・中・下段にそれぞれ配置し

た間隙水圧計，加速度計である（図-21参照)．鉛直変位
測定のための沈下計は地表部に配置し，間隙水圧の挙

動との比較できるように間隙水圧計の直上に配置した．

模型地盤の体積ひずみは，本来深さ方向で一様では

ないが，計測装置上の都合上，本研究では地表面沈下

量の平均値を用いて土槽全体の値として算出した．

模型地盤のせん断ひずみは風間ら26)を参考に算出し

た．すなわち，せん断ひずみは，図-22に示すように深
さ方向に変位が計測されている両端の変位の時刻歴を

dn，dn+1 とすれば，

γn = (dn − dn+1)/Hn (8)

と表わされる．本研究では，土槽側面の変位計を用い

て算出した．模型実験におけるせん断ひずみを求める

方法の詳細については，文献 26)を参照にされたい．

図–20 振動台実験

図–21 模型せん断土槽
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図–22 地盤構成の模式図（論文 26)より引用）

(2) 模型実験結果

実験における模型地盤内の計測加速度，過剰間隙水圧

比，沈下量の時刻歴の例としてCase-1（20波）とCase-
3（180波)の結果を図-23～図-25に示す．各計測値は
図-21中にある土槽中央部の計測機器のデータを代表値
として示しており，また，せん断ひずみも地盤深さの

ほぼ中央である積層 b（変位計 No.2と No.3の計測値
に基づく値）を代表として示す．Case-1（20波）の結
果について各データの時刻歴を図-23に，沈下量最終値
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表–4 模型振動台実験ケース

Dr 周波数 入力加速度 波数

No. (%) (Hz) (gal) (回)

Case-1 60 10 150 20
Case-2 60 10 150 20
Case-3 64 10 150 180
Case-4 60 2 50 20

図–23 振動台実験例（Case-1,入力波: 150gal, 20波)

図–24 最終地表沈下量分布の平面図 Case-1

を表記した平面図を図-24に示す．模型地盤は，加振に
よって液状化した．これは，過剰間隙水圧比が 0.9以上
を示していること，地盤中の計測加速度が加振初期に

は高い値を示していたものが 1秒経過後の加振後半に
は低い値を示すことから判断できる．図-23の各計測値
の時刻歴を見ると地表面の沈下は，過剰間隙水圧比が

0.9以上に至る前の加振後，比較的早い時期から徐々に
生じており，加振終了後も水圧が消散するまで沈下が

継続している．地盤の沈下に伴い土の密度は増加して

図–25 振動台実験例（Case-3,入力波: 150gal, 180波)

いるが，密度増加に伴う剛性の増加は，地中の加速度応

答履歴からは観察されなかった．なお，図-24に示すよ
うに地表面の沈下量の分布は，土槽中央と端部での沈

下量の差は 2mm程度であり，ほぼ均一に地表面は沈下
している．このため土槽境界部による影響は比較的少

ないようである．この地表面沈下量の平面分布の一様

性は，CASE-1～CASE-4の全実験ケースで当てはまっ
た．土槽中のせん断ひずみは，加振初期から発生して

おり地盤が液状化した時点以前から生じているが，振

動中計測されるひずみ振幅は，絶対値が 0.15%程度の
比較的小さい値である．せん断ひずみ履歴は，最終波

終了直後に最大のひずみ量が発生，その後ゼロに戻ら

ず，残留せん断ひずみが残る状態で試験終了に至った．

この残留せん断ひずみが生じた理由は，加振最終波の

慣性力によるものと推測される．実験では，載荷終了

時に慣性力が残らないよう加振終了時の処理として最

終波以降に振幅を徐々に落とす処理をしているが，若

干慣性力が残ってしまった．本来ならばこの慣性力に

対し地盤内の加速度履歴も影響を受けると推測される

が，地盤は載荷修了前に液状化したため計測加速度に

変化は無かった．

計測される過剰間隙水圧比は，前述の通り加振中に

0.9以上に至り，加振終了後まで一定値をとり続けるが，
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表–5 模型実験結果

試験ケース CASE-1 CASE-2 CASE-3 CASE-4

載荷周波数 (Hz) 10Hz 10Hz 10Hz 2Hz

載荷回数 (N) 20 20 180 20

過剰間隙水圧比最大値 0.92 0.97 0.98 1.00

最大せん断ひずみ (％) 0.29 0.41 0.43 1.08

地表面沈下量 (mm) 8.0 6.8 26.9 18.6

体積ひずみ (％) 0.89 0.76 2.99 2.07

せん断ひずみが最大値を指した際に一端低下し再度 0.9
以上の値に戻る挙動を示す．地表面の沈下挙動も同様

に載荷終了直後のせん断ひずみピーク時に合わせ若干

足踏みするようであり，これらからせん断ひずみのス

ポット的な増加が過剰間隙水圧や沈下挙動に対し影響

を与えたことが推測される．これは，液状化後のせん

断ひずみ履歴が体積ひずみ（沈下）に影響を与えると

いう要素試験の知見と整合する．

Case-3（180波）の結果について示す．各データの時
刻歴を図-25に示す．Case-3は，載荷前に Case-2とし
て 20波の加振・液状化履歴および液状化後の再圧密履
歴があるため初期相対密度は，64%程度だが再度の加
振によっても液状化した（再液状化）．これは CASE-1
同様に過剰間隙水圧比挙動や地盤内の加速度応答が加

振 2秒程度で低い値を示すことから判断できる．

加振による地表面の沈下は，Case-1同様に比較的早
い時期から徐々に生じ加振終了後も水圧が消散するま

で沈下が継続している．CASE-3でも加振中に密度増加
が生じており，加振後半には相対密度で 70%程度の高
い密度の地盤が形成された．

地盤内の加速度応答は，一端液状化に伴い低い値を

とるが，加振後 10秒程度でまた加速度が応答し出し，
20秒後には非常に高い値を示す．これは，密度増加に
伴ったサクリックモビリティーによる剛性回復と考え

られる．図中で示すように，加振後半の加速度履歴に

サイクリックモビリティー特有のスパイク形状が表れ

ていることから判断できる．また，過剰間隙水圧比の

時刻歴でもこの区間では，増加と減少を繰返しており

有効応力が回復していることが伺える．沈下量（体積

ひずみ）やせん断ひずみの時刻歴を見るかぎり，載荷

後半の加速度の増加が各値の挙動のトレンドに対し大

きな影響を与えている様子は観察されなかった．

土槽内のせん断ひずみは，加振初期から発生してお

り，地盤内に過剰間隙水圧が発生した時点から生じて

いる．入力最終波終了直後に最大のひずみ量が発生し

ているが，Case-1とは異なり大きな残留せん断ひずみ
は生じずゼロに近い値をもって試験を終了した．

図–26 各ケースにおける最大せん断ひずみの深度分布

図–27 模型実験における最大せん断ひずみ～体積ひずみ関係

(3) 模型実験上における最大せん断ひずみと沈下量の

関係

実施した模型実験結果について，せん断土槽の a～d
の区間のせん断ひずみと地表面沈下量の平均値を用い

た体積ひずみを用いて，模型地盤の体積ひずみを最大

せん断ひずみをもって整理を試みるとともに，実務で

しばしば用いられる最大せん断ひずみによる体積ひず

みの予測法について検討を行う．

模型実験の結果についてまとめたものを表-5に示す
とともに図-26に各ケースのせん断土槽の a～dの区間
のせん断ひずみにおける最大せん断ひずみの深度分布

を示す．最大せん断ひずみは，載荷周波数が高いほど低
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図–28 模型実験結果と提案式との関係

い値であり，2.0Hzでおおよそ 1.0%，10Hzの試験ケー
スでは，載荷回数によらず 0.2～0.5%程度であった．一
方，地表面沈下量より求められる体積ひずみは，同じ

載荷周波数 10Hz でも載荷回数が多いほど大きい値を
示し，また，同一載荷回数ならば加速度振幅が小さい

のにも関わらず載荷周波数が低い方が大きい値を示し

た．これらの知見を踏まえ，各試験の最大せん断ひず

みと体積ひずみの関係をまとめると図-27となる．図に
は，既往の研究7)も併せて示す．図のように，実験より

得られた最大せん断ひずみと体積ひずみに高い相関性

は見受けられない結果となった．既往の研究では，最

大せん断ひずみが 1.0%の場合，予測される体積ひずみ
は，0.5%程度がであるが，本実験では，載荷回数の多
い試験では，3%近い体積ひずみを生じている．本研究
のように最大せん断ひずみが 1.0%以下のせん断ひずみ
振幅であっても，繰返し回数が多いために沈下が発生

するような場合には，最大せん断ひずみに基づき体積

ひずみを予測することは比較的に困難ではないかと考

えられる結果となった．

(4) 累加せん断ひずみに基づく沈下量の整理

実験結果について，せん断土槽の a～d の区間のせ
ん断ひずみと地表面沈下量の平均値を用いて要素試験

同様に体積ひずみ～累加せん断ひずみ関係を求めたも

のを図-28 に示す．図中の実線および破線は要素試験
結果を反映した実験式，式 (2)～式 (7)より求められた
Drc=60%，Drc=70%の値を表示している．
図より要素試験から求めた体積ひずみ～累加せん断

ひずみ関係が模型試験のせん断土槽の各積層板より得

られた体積ひずみ～累加せん断ひずみ関係とよい相関

を持つ結果が得られた．特に模型実験では，入力加速

度および加振速度を変えて検討を行っているが，試験

ケース全てで要素試験結果に基づく実験式との相関が

成り立つ．このことから，本研究における実験条件上

では，液状化後の残留沈下量は，入力時の載荷周波数

や振幅の大きさよりも加振時に観測されるせん断ひず

み履歴に影響を受けていることが示唆される．

残留せん断ひずみの残った状態で試験を終了した

CASE-1 については，要素試験の知見を考慮すると残
留せん断ひずみがゼロであれば，今回計測された沈下

量（体積ひずみ）以上に沈下量が生ずる可能性がある．

以上，要素試験より得られた知見が模型実験でも成

り立つことが実証された．ただし，今回の結果は，入

力周波数や土槽の特性を含んだもので実際の地震で実

地盤が液状化した時にこのようなせん断ひずみの発生

特性になるかは，不明である．また，要素試験は等方

応力状態下による知見であるが，実地盤は等方応力状

態とは異なる応力状態下にある．本研究では，等方応

力状態下では無い模型地盤でも成り立つ結果になった

が，今後，実地盤に合わせたKO状態や初期せん断のあ

る場合の別途検討が必要と考える．

6. まとめ

本稿では，著者らの既往の研究で示した液状化後の

沈下挙動は繰返し載荷時の繰返しせん断ひずみ履歴に

依存するという知見に基づく整理法及び予測式が細粒

分の混じった砂質土および境界値問題である模型振動

実験にも適用可能かについて考察した．本研究から得

られた結論は以下のとおりである．

(a) 細粒分が非塑性の場合には，細粒分の有無に関係
なく繰返しせん断による体積収縮量は，繰返しせ

ん断中の繰返しせん断ひずみ履歴に依存する．この

ことから著者らの既往の知見が非塑性細粒分の混

じった今回の砂質土にも当てはまる結果となった．

(b) 細粒分の有無に係わらず繰返しせん断後の体積ひ
ずみは，相対密度が大きくなるにつれて少なくな

り，液状化後の体積ひずみは相対密度に依存して

いる結果となった．

(c) 繰返し載荷終了後に残留せん断ひずみが無い供試
体では体積ひずみが最大となり，残留せん断ひず

みが生じている場合は，体積ひずみは小さな値を

示す結果となった．特に試験終了時に残留せん断

ひずみが有る状態で，排水による体積ひずみを計

測した場合，排水量を過小評価する可能性が示唆

さる結果となった．

(d) 模型振動実験を実施し，液状化後の地表面沈下量
と加振時における地盤内加速度履歴やせん断ひず

みの相関を調べた．その結果，本研究における試

験条件下においては，最大せん断を用いて体積ひ

ずみを予測すると，実験値を過少に評価すること
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がわかった．

(e) 模型試験の結果，要素試験に基づく体積ひずみ～
累加せん断ひずみ関係のモデル式が模型試験の体

積ひずみ～累加せん断ひずみ関係とよい相関を持

つ結果となった．特に模型実験では，入力加速度

および加振速度を変えて検討を行っているが，試

験ケース全てで要素試験結果に基づく実験式との

相関が成り立つ結果となった．このことから，入

力時の載荷周波数や振幅の大きさよりも加振時に

観測されるせん断ひずみ履歴に影響を受けている

ことが示唆される．

以上が要素試験および模型実験から得ら知見である．た

だし，要素試験の結果は，砂質土に非塑性シルトが含

有した場合の結果であり，鉱物組成が異なる場合，特

に粘土を含む場合や堆積構造が異なる場合に試験結果

と同様の傾向を示すかは不明であり，今後さらに研究

が必要である．
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A METHOD FOR EVALUATING VOLUMETRIC STRAIN RESULTING
FROM LIQUEFACTION OF SANDY SOIL BASED

ON CYCLIC SHEAR STRAIN HISTORY

Toshiyasu UNNO, Noriaki SENTO, Yamato ONO and Kentaro HAYASHI

The objective of this study was to investigate the effects of fine fraction content, initial specimen density and residual
shear strain after undrained cyclic shear in regard to the reconsolidation behavior of sandy soil at the post-cyclic shear
stage. To this end, multiple stress-controlled cyclic shear torsional tests were conducted in undrained conditions.
The results revealed that volumetric strain after sandy soil liquefaction is dependent on the history of shear strain
hysteresis during cyclic shear regardless of the fine fraction content of the specimen. Higher values of volumetric strain
at the postliquefaction stage corresponded to higher values of cyclic shear strain history. Conversely, lower values of
volumetric strain at the post-liquefaction stage corresponded to higher values of initial relative density. Furthermore,
when residual shear strain was seen after cyclic shear, lower values of volumetric strain corresponded to higher values
of residual shear strain. These results indicated that the history of shear strain hysteresis during cyclic shear is an
effective index for evaluating volumetric strain at the post-liquefaction stage. In this study, model tests using a shaking
table were also performed to verify the results of the element tests. The outcomes showed that the above-mentioned
index is suitable not only for use in elementary tests but also for use in shaking table tests to evaluate reconsolidation
volumetric strain.
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